

























































































































































（11）　Commission guidelines on State aid for rescuing and restructuring firms in difficulty ［1994］ OJ 
C368/12.
（12）　Commission communication concerning extension of the guidelines on State aid for rescuing and 
restructuring firms in difficulty ［1998］ OJ C74/31、Commission communication concerning the extension 
of the Guidelines on State aid for rescuing and restructuring firms in difficulty ［1999］ OJ C67/11.
（13）　Commission guidelines on State aid for rescuing and restructuring firms in difficulty ［1999］ OJ C288/2.
（14）　Commission guidelines on State aid for rescuing and restructuring firms in difficulty ［2004］ OJ C244/2.
（15）　Commission Communication concerning the prolongation of the Community Guidelines on State aid for 
Rescuing and Restructuring Firms in Difficulty ［2009］ OJ C156/3.





















とする「一度限り、かつ最後の原則（one time、last time principle）」が示され
ている（ 7段、 8段）。
　救済支援と事業再生支援によりもたらされる別の懸念として、支援対象事業
（16）　Commission Communication concerning the prolongation of the Community guidelines on State aid for 
rescuing and restructuring firms in difficulty of 1 October 2004 ［2009］ OJ C156/3.






























































































































































































ドライン 4 .）、困難な状況にある SGEI（同 5．）、中小事業者、小規模な国有企




















































最終決定採択日 加盟国 支援内容 最終決定内容
1 2015年 2月25日 ドイツ 中小企業対象の R&R（救済・事業再生支援）の枠組み 承認
2 2015年 4月15日 スペイン Editorial Everest社に対する救済支援 承認
3 2015年 4月21日 ルーマニア Complexul Energetic Hunedoara 社に対する救済支援 承認
4 2015年 6月24日 オーストラリア Carinthiaの中小企業対象の R&Rの枠組み 承認
5 2015年 7月 7日 オーストラリア Kärnten の中小企業対象の R&R 保証の枠組み 承認
6 2015年 7月22日 オーストラリア 観光業対象の事業再生支援の枠組み 承認
7 2015年 7月24日 オーストラリア 旅行業等の中小企業対象の保証枠組み 承認
8 2015年12月16日 イタリア 農業製品関連中小企業対象の財政支援 承認
9 2015年12月17日 イタリア IMT社に対する救済支援 承認
10 2016年 8月29日 ポーランド 中小企業対象の事業再生支援の枠組み 承認
11 2016年12月15日 スロヴェニア 中小企業対象の R&Rの枠組み 承認
12 2017年 7月19日 スペイン 中小企業対象の事業再生支援枠組み 承認
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14 2017年12月13日 英国 ウェールズ政府による非金融業中小企業対象の R&R枠組み 承認
15 2018年 1月22日 クロアチア Uljanik Shipyard社に対する救済支援 承認
16 2018年 1月23日 ポーランド Polish Regional Railways社に対する事業再生支援 正式調査開始
17 2018年 5月 4日 アイルランド 中小企業対象の一時的事業再生支援（SA49040決定の延長） 承認
18 2018年 6月25日 スロヴェニア Semenarna Ljubljana社に対する事業再生支援 承認
19 2018年 9月13日 フランス 農業生産者に対する事業再生支援 承認
20 2018年12月12日 イタリア Condotte社に対する救済支援 承認
21 2018年12月17日 ルーマニア Oltchim社に対する事業再生支援 禁止
22 2019年 2月22日 イタリア Aerdorica社に対する事業再生支援 承認











































（20）　C（2018） 8592 final, Commission Decision of 17 December 2018 on the State Aid, SA. 36086 （2016/C）
（ex 2016/NN） implemented by Romania for Oltchim SA.本件の概要は、欧州委員会2018年12月17日
付報道発表資料 IP/18/6845参照。
東洋法学　第63巻第 2号（2020年 1 月）
223
いると、数年前より改訂に向けた作業が開始されているところ、現行ガイドラ
インの失効が 1年ほどとなった今日でも改訂に向けた作業が開始されていない
のであれば、欧州委員会は本ガイドラインの延長を考えているものと思われ
る。これは、本ガイドラインが救済支援、事業再生支援に関するガイドライン
として、完成度の高いものであることの証左と見ることもできよう。
　他方、本ガイドラインは施行以来 5年が経過したが、具体的な事例数は23件
に留まっている。このうち、加盟国政府による補助の供与が禁止された事例
は、ルーマニア政府による Oltchim社に対する支援の事例 1件に過ぎず、欧州
委員会が禁止事例においてどのように本ガイドラインを適用したのかについて
検討する素材は十分ではない。本稿では、本ガイドラインの内容と適用された
事例を整理したに留めたが、具体的な事例の検討については、禁止事例の蓄積
を俟って別稿にて検討したい。
以　上
 ―ただ　ひであき・東洋大学法学部教授―
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